












の講義ノートに依拠したものであった。なかでも本稿が着目するのは、1941 年から 42 年にか
けて恒藤が書き記した 2 冊におよぶ「国家思想史」講義のノートである。後述するように、こ
の 2 冊の講義ノートは恒藤が 1941 年度に大阪商科大学において担当した「国家思想史」講義
のために書かれたものである。








































































う考え方が浸透していった。そうした変化をあと押ししたのが、1937 年 12 月に設置されて
1941 年 10 月まで審議を続けた「教育審議会」であった。内閣総理大臣が統括する内閣の諮問
機関として設けられた同審議会はその答申を通じて、初等教育から高等教育にいたるまでの教
















　（2）　『大阪市立大学百年史 全学編 上巻』大阪市立大学、1987 年、111 頁。『大阪市立大学の歴史』大阪























は 1941 年 4 月から施行された（5）。


















『関西大学百年史 通史編 上巻』関西大学、1986 年、942 頁以下。
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について大阪商科大学は、「時局に関連し国家思想の涵養に重点を置き















できる（12）。1942 年 2 月 17 日（火）の恒藤の日記には、「思想史（七教室にかへる）終講」と






（10）　前掲注 2）、『大阪市立大学百年史 全学編 上巻』、189 頁。
（11）　この 1941 年の学則改正は、同年 4 月 4 日付の『大阪市広報』によって、第１条における目的の変
更と学年ごとの科目の配当をふくめてかなり詳しく告知されている。





　　「9 月 30 日（火）雨／ 10：22 で大阪へ。風月。／思想史（ドイツ観念論について　了）／ SEM（小谷）
／ 5：18 で帰洛」































学年である第 3 学年向けに配当された必修科目であった。そして、1941 年 4 月から施行された同大
学の新学則のもとでは、単位を修得しておかなければ進級できない必修科目が学年別に細かく指定さ
れた。しかも、1941 年度の第 3 学年の学生は 1941 年 12 月に期末試験を受け、同月の 27 日にはこの
学年のための卒業式が行なわれている（前掲注 2、『大阪市立大学百年史 全学編 上巻』、190‐195 頁）。
それにもかかわらず、恒藤の日記によれば「国家思想史」講義は 1942 年 2 月 17 日まで続けられ、そ
の期末試験は同年 3 月 10 日に実施されている。42 年に入ってから行なわれた「国家思想史」講義には、
何らかの理由により卒業生が出席していたのだろうか。あるいは、「国家思想史」はなるほど第 3 学
年向けの科目として学則に定められていたが、実際には第 2 学年以下の学生もこの科目を履修するこ
とができたのだろうか。そして 42 年 3 月 10 日に行なわれた「国家思想史」の期末試験は、これを第
2 学年以下の学生が受験したのか。委細は不明である。
（14）　恒藤恭「道徳的義務と法的義務：道徳と法との関係についてのカントの学説の検討（一）～（三）」、『公



























（16）　恒藤恭「国家の全体性について（一）」、『経済学雑誌』2 巻 4 号、1938 年、62（518）, 66（522）頁。
（17）　恒藤恭「国家の全体性について（二）」、『経済学雑誌』2 巻 5 号、1938 年、53（621）頁。
（18）　この論文の末尾の脚注には次のような断り書きが記されている──「はじめ予定していたところよ
りも長くなり過ぎたので、一応稿を了り、別の機会において残りの部分の論述を企てることとした」。
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ての国家の一主要標識を成すものであり
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ては、この規定にいはゆる国家思想を涵養する上に特に学問的立場から工夫し努力す
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る事が要求されるものと云ふべきである
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て超個人的国家観への傾向を内含するものと云ひえられるであらう



































































（40）　恒藤、前掲注 19)、113 - 116 頁。
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」（I. カント







































































































うようなふうに行為せよ」（I. カント著、野田又夫訳「人倫の形而上学の基礎づけ」、『世界の名著 39 
カント』中央公論社、1979 年、274 頁）。
（51）　I. カント著、小西國夫／永野ミツ子訳『カントの倫理学講義』三修社、1968 年、152 頁。






　恒藤の日記から判断するに、定言命法の第 2 定式に関する講義を彼は 1942 年１月 13 日に
行なっている。1941 年の後半から 42 年の初めころまでの彼の日記に目を通すと、彼自身の
周辺では母の死があっただけでなく、息子や教え子たちが戦争にのみこまれていくことの予
兆が記載されている。ことに重要なのは、恒藤の日記によると、1941 年 10 月 31 日の大阪商
科大学教授会において「徴兵令改正」と「学年くりあげ」の問題が議論されていることであ
る。すなわち、1941 年 10 月の徴兵令改正により、大学の卒業に要する期間が 3 カ月短縮され、
1941 年度卒業予定の学生に対しては 12 月に臨時徴兵検査が実施されたうえで、その合格者を






あるから、その受講生のほとんどは 1941 年 12 月に卒業し 42 年 2 月に入隊することになって
いたはずである。1941 年 12 月に卒業したはずの学生たちが、定言命法について恒藤が語った
42 年１月 13 日の講義に出席しえたのか否かは、残念ながら判明しない。いずれにせよ、この
日の講義における定言命法の第 2 定式への恒藤の言及は、「国家の道具として死ぬことがあっ
てはならぬ」という学生への秘められたメッセージであったようにも思えるのである。


































（57）　Jürgen Habermas, Das Konzept der Menschenwürde und die realistische Utopie der Menschenrechte, 
in: derselbe, Zur Verfassung Europas, Berlin 2011, S.14.
（写真２）　1941 年 12 月 22 日に撮影された恒藤ゼミの卒業写真（前列の中央が恒藤恭）
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「カントが、『目的の国（das Reich der Zwecke）』の構想において説いたところの、『自
4
己目的としての各人の人格
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ことなく、これらの両見解の対立を止揚することによって、おそらく妥当な見解に到
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達しうるであろう




























































































































（68）　山崎、前掲注 55)、122 - 123 頁。
（69）　山崎時彦編著『恒藤恭の青年時代』未来社、2003 年、475 頁。
（70）　山崎による恒藤への評価のそうした微妙な変化については、広川禎秀が指摘している。広川禎秀「解
説」、山崎編著、前掲注 69)、502 頁。
